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本稿は、B リーグ、SV リーグ、リーグワンが、かつての「実業団システム」から脱

却し、事業型プロスポーツへと進化する過程における苦難と挑戦を考察する。先行す

る J リーグをモデルとしたガバナンス強化や顧客基盤の統合は、企業論理の壁やコス

ト意識といった日本特有の課題に直面しながらも着実に進んでいる。現状の取り組み

を分析しつつ、B リーグの「アリーナビジネス」、SV リーグの「世界最高峰への戦

略」や、リーグワンの「ハイブリッド化」など、各リーグがその歴史と環境に合わせ

て描く独自の将来像を提示し、次世代における日本型スポーツビジネスのあり方を展

望する。 

本稿中に記載したデータ・数値等は、筆者が信頼できると判断した各種データに基づき作成・加工した
ものですが、その正確性・確実性を保証するものではありません。 
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はじめに 

日本のプロスポーツは、昭和の時代には野球、相撲、ボクシングなどがメジャーなもの

であった。「巨人・大鵬1・玉子焼き2」と言われた野球と相撲に加えて、ボクシングなども

世界タイトルマッチを中心に一定の人気を博していた。1964 年の東京オリンピックを契機

として、多くのボールゲームがリーグ戦を開始したが、それらはアマチュアのリーグであ

り、企業の福利厚生や愛社精神の醸成、地域への貢献やイメージアップ、そしてプロ選手

の参加が認められていなかったオリンピックへの選手養成などが活動目的であった。平成

を経て令和の現在は、新しい形のプロスポーツリーグが誕生しつつある。先陣を切ったの

は J リーグである。1993 年にスタートした J リーグは、野球一強のプロスポーツリーグに

果敢にチャレンジし、他のスポーツ団体へ大きな影響を与えた。J リーグの誕生以後は、

多くのスポーツ団体でプロ化が議論されることになった。各団体を取り巻く環境や、競技

人口、団体内部の考え方などから、そもそもプロ化には多くの時間と労力が必要である

が、それぞれの競技は想像以上に苦難の道を歩んできている。本稿では J リーグに続いて

プロ化を果たしたジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ（B リーグ）

や、挑み続けるバレーボールの SV リーグ、ジャパンラグビーリーグワン（リーグワン）

にスポットを当てながら、今後の方向性や日本社会に向けての役割などを検証して行きた

い。 

 

１．Bリーグ：迷走からの脱却と「アリーナビジネス」への飛躍 

B リーグの道のりは、プロ化を目指すスポーツリーグの中では、一番複雑なものであっ

た。90 年代の J リーグのスタートと「Slam Dunk3」ブームによって俄かにプロ化という希

望を持つバスケット関係者が増えてきたものの、ここから日本のバスケットボール界は長

い迷走期に入る。まず 2001 年にバスケットボール日本リーグ機構が主催するスーパーリ

ーグがスタートした。これは将来のプロ化を目指してホームタウン制などを導入し、従来

の日本リーグ上位チームが移行したものであるが、プロ契約の選手はいるものの運営はア

マチュアのままであった。他のスポーツ団体と同様にバスケットボール協会内にはプロ化

に反対する声が根強くあり、実際にはリーグのプロ化は進まなかった。 

バブル崩壊後の 90 年代終盤にかけて、アマチュアスポーツは企業の方針変換等により

休部するチームがクラブ化するなど、チームによってその環境は多様化していた。そこに

プロ化を推進するグループが現れた。休部となった大和証券グループ本社バスケットボー

ル部を引き継いで 2000 年に誕生した新潟アルビレックスを中心とした 4 チームは、2002

年からプロ化推進の活動を行っていたが、プロリーグ化の進展がないために 2004 年にス

                                                   
1 大鵬 幸喜：昭和 40 年前後に活躍した 48 代横綱。 
2 多くの子供が好きなものとして、昭和 40 年頃の流行語となった。 
3 バスケットボールを題材にした井上雄彦による日本の漫画。 
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ーパーリーグを脱退し、さいたまブロンコスとともにプロリーグ設立を表明した。2005 年

に脱退が承認され、日本プロバスケットボールリーグ（bj リーグ）が設立され、プロリー

グとして活動を開始した。 

バスケットボール日本リーグ機構もプロ化に向けて取り組みを行い、2007 年からはスー

パーリーグを日本バスケットボールリーグ（JBL）へと改編した。看板は変更したもの

の、プロ化に後ろ向きのチームを多く内包し、結果的にはプロアマ混合の中途半端な組織

となった。この結果、日本のバスケットボール界は bj リーグと JBL が並列する状態となっ

てしまい、両リーグの組織的、人的な交流は途絶え混乱状態に陥り、bj リーグの選手は日

本代表に選ばれないなどの分裂状況になった。国際バスケットボール協会（FIBA）から

も、「1 国１リーグが望ましい」と指摘を受けることになり、改善が見られない場合には、

処分もありうるとの警告を受ける事態となった。 

2006 年に日本で開催された世界選手権で巨額の赤字を計上する大きな失敗4もあり、日

本のバスケットボール界はリーグ統一に精力を集中できる状況ではなかったが、2013 年度

の発足を目標とした「新リーグ準備室」を 2010 年に協会内に設立した。しかしながら、

公示された内容は完全なプロリーグではなく、bj リーグに所属するプロチームにとっては

事業性が見いだせるものではなかった。2013 年には新リーグとしてナショナル・バスケッ

トボール・リーグ（NBL）が開始されたが、bj リーグからの参加は１チームに留まり、統

合した最高位リーグの設立は失敗することとなった。その結果、NBL と bj リーグの並列

状態は継続し、2014 年に FIBA から会員資格停止処分を受け、男子代表チームのみならず

強豪の一角となりつつあった女子代表チームも国際大会に参加できなくなってしまった。

2015 年に FIBA は日本バスケットボール協会には問題解決能力が無いとし、「JAPAN 2024 

TASKFORCE」を発足させ、J リーグ設立時にそのリーダーシップにより活躍した元 J リー

グチェアマンの川淵三郎を招聘した。タスクフォースの尽力により活動開始からわずか 2

か月余り後の 2015 年 4 月 1 日に最高位リーグとして B リーグが設立され、川淵が初代チ

ェアマン（理事長）に就任し、資格停止処分も同年 8 月 9 日に解除され、国際試合への出

場が可能となった。 

約 15 年に亘って迷走を続けたバスケットボール界であるが、苦難の末 2016 年 9 月に開

幕した B リーグは堅調に成長してきている。NBL と bj リーグから多くのチームが合流

し、B リーグ結成時には B1 と B2 の二部制として 36 チームでスタートをした。2025 年に

は B1 と B2 を合わせて 40 チームに拡大し、観客動員数も合計 484 万人と順調に伸びてい

る。B リーグの特徴は、J リーグの徹底的な研究に基づく方針策定にある。リーグ事務局

による中央集権化と地域密着といった基本方針は、J リーグの良い部分を採用している。

一方で、J リーグの負の側面も冷静に捉えており、2026 年度からは「B.革新」というプロ

                                                   
4 13 億円の赤字を計上し、協会内での赤字責任を巡る内紛が発生した。 



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

4 

 

 

グラムをスタートさせ、設立当初から採用してきた順位による昇降格制度を廃し、総合的

な運営能力に重点を置いて付加価値の高いリーグ（B.LEAGUE PREMIER）を構築しよう

としている。また、アリーナ要件を必要条件とすることで、スタジアム問題で揺れる J リ

ーグの二の轍を踏まないような設定となっている。 

 

＜図表－１＞B リーグ参加チーム（B１） 

 

出所：著者作成 

チーム名 ホームタウン ホームアリーナ 親会社・主要株主 運営会社名
アマチュア

(社員選手)
参加年※

レバンガ北海道 北海道札幌市 北海きたえーる (株)レバンガ北海道 なし 2016年

仙台89ERS 宮城県仙台市
カメイアリーナ
仙台など

霞ヶ関キャピタル (株)仙台89ERS なし 2016年

秋田ノーザンハピネッツ 秋田県秋田市
CNAアリーナ☆あ

きた

（独立系市民クラ

ブ）

(株)秋田ノーザンハピ

ネッツ
なし 2016年

茨城ロボッツ 茨城県水戸市
アダストリアみ

とアリーナ
グロービス

(株)茨城ロボッツ・

S.E.
なし

2021年

(昇)

宇都宮ブレックス
栃木県宇都宮

市

ブレックスア

リーナ宇都宮
　 (株)栃木ブレックス なし 2016年

群馬クレインサンダーズ 群馬県太田市
オープンハウス

アリーナ太田

オープンハウスグ

ループ
株式会社群馬クレイン
サンダーズ

なし
2021年

(昇)

越谷アルファーズ 埼玉県越谷市
越谷市立総合体

育館
　 (株)アルファーズ なし

2024年

(昇)

アルティーリ千葉 千葉県千葉市
千葉ポートア

リーナ
　 (株)アルティーリ なし

2025年

(昇)

千葉ジェッツ 千葉県船橋市
ららアリーナ 東

京ベイ
MIXI

(株)千葉ジェッツふな

ばし
なし 2016年

アルバルク東京 東京都江東区
TOYOTA ARENA

TOKYO
トヨタ自動車

トヨタアルバルク東京

(株)
なし 2016年

サンロッカーズ渋谷 東京都渋谷区 青山学院記念館 セガサミーHD (株)サンロッカーズ なし 2016年

川崎ブレイブサンダース
神奈川県川崎

市

川崎市とどろき

アリーナ

ディー・エヌ・

エー(DeNA)

(株)DeNA川崎ブレイブ

サンダース
なし 2016年

横浜ビー・コルセアーズ
神奈川県横浜

市
横浜BUNTAI等

ウエインズグルー

プ等

(株)横浜ビー・コルセ

アーズ
なし 2016年

富山グラウジーズ 富山県富山市
富山市総合体育

館
　 (株)富山グラウジーズ なし 2016年

三遠ネオフェニックス
愛知県豊橋市

等
豊橋市総合体育
館など

オーエスジー (株)フェニックス なし 2016年

シーホース三河 愛知県刈谷市 刈谷市体育館 アイシン シーホース三河(株) なし 2016年

ファイティングイーグル
ス名古屋

愛知県名古屋

市
枇杷島スポーツ
センター

豊田通商
豊通ファイティング

イーグルス(株)
なし

2022年

(昇)

名古屋ダイヤモンドドル
フィンズ

愛知県名古屋

市
IGアリーナ 三菱電機

名古屋ダイヤモンドド
ルフィンズ(株)

なし 2016年

滋賀レイクス 滋賀県大津市
滋賀ダイハツア

リーナ
サン・クロレラ

(株)滋賀レイクスター

ズ
なし 2016年

京都ハンナリーズ 京都府京都市 京都市体育館 マツシマHD等
スポーツコミュニケー

ションKYOTO(株)
なし 2016年

大阪エヴェッサ 大阪府大阪市
おおきにアリー

ナ舞洲

ヒューマングルー

プ

ヒューマンプランニン

グ(株)
なし 2016年

島根スサノオマジック 島根県松江市
松江市総合体育

館

バンダイナムコ
ENT

(株)バンダイナムコ島

根スサノオマジック
なし

2017年

(昇)

広島ドラゴンフライズ 広島県広島市
広島サンプラザ

ホール

NOVAホールディ

ングス

(株)広島ドラゴンフラ

イズ
なし

2020年

(昇)

佐賀バルーナーズ 佐賀県佐賀市 SAGAアリーナ
ヒューベストホー
ルディング

株式会社佐賀バルー
ナーズ

なし
2023年

(昇)

長崎ヴェルカ 長崎県長崎市
ハピネスアリー

ナ
ジャパネットHD (株)長崎ヴェルカ なし

2023年

(昇)

琉球ゴールデンキングス 沖縄県沖縄市 沖縄アリーナ
プロトソリュー
ション

沖縄バスケットボール

(株)
なし 2016年
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この付加価値の高いリーグの創造は、スポーツリーグにとっては大きなチャレンジであ

る。スポーツリーグの構成は、欧州のサッカーリーグを代表とする昇降格制度を備えた広

い裾野のリーグ構成と、アメリカ型の昇降格制度を持たない排他的なリーグ構成の二種類

に分類される。それぞれメリットとデメリットがあるが、付加価値を高めるためにはチー

ム数を限定した中で、条件に適合したチームを揃えた方が効率的である。少し例えは適さ

ないかも知れないが、日本の学生野球リーグである東都大学リーグが、その実力的には日

本の最高峰である期間が長かったにもかかわらず、人気では常に東京六大学リーグの後塵

を拝していたのもプレミア感の差が大きいためでもある。東都大学リーグは多くの大学を

受け入れることで大学野球の発展に貢献したのは事実であるが、リーグとしての価値は東

京六大学に及ばないという現実は象徴的である。そして、今回のプロジェクトではチーム

数を限定していない。J リーグも発足時には一定の条件に適合するチームを選出してスタ

ートしたが、チーム数は 10 と決めた上での選考であった。B.革新は基準に合いさえすれば

チーム数は柔軟に対応する設計だ。B リーグは入れ替え戦を廃し、総合的な運営能力のみ

がリーグ参入の判断基準となるのである。 

 

２．SVリーグ：お家芸の復権と「世界最高峰」への野心 

 バレーボールは日本のお家芸であった。1964 年の東京オリンピックでの女子チームの金

メダル獲得にはじまり、1972 年のミュンヘン大会では男子チームも金メダルを獲得し、

1976 年のモントリオール大会における女子チームに至っては、1 セットも落とさずに完勝

した。バレーボールは当然人気スポーツとなり、好きなスポーツ選手ランキングでも、プ

ロ野球の長嶋茂雄と並んでバレーボールの森田淳悟が上位に入り、女子バレーをテーマと

したドラマ5やアニメーション6も人気を博した。背の高さで劣る日本チームが開発したク

イック攻撃・時間差攻撃・回転レシーブなどを駆使した「速攻・コンビネーションバレ

ー」が世界を席巻したのだ。その後は他国も日本の戦術を研究し模倣するようになり、日

本の優位性は失われることになったが、代表チームを中心とした国内でのバレー人気は根

強いものがあり、多くの世界的な大会が日本で開催された。このころのバレーボール界

は、メディアを意識した戦略を有し、テレビ局やアイドルグループとタイアップした露出

展開により、若い女性を中心とした熱狂的なファンを醸成していた。 

 60 年代から 80 年代にかけての日本のバレーボールの黄金期は、多くの企業チームによ

って支えられた。女子チームはニチボー貝塚7を率いた大松博文やその後任の小島孝治と、

日立製作所の山田重雄という指導者同士による強烈なライバル争いのエネルギーが日本代

表のレベルを向上させた。男子はミュンヘンの中心メンバーを擁した名門日本鋼管や、そ

                                                   
5 サインは V：1969 年 10 月 5 日 - 1970 年 8 月 16 日 TBS 系にて放送。 
6 アタック No.1：1969 年 12 月 7 日から 1971 年 11 月 28 日 フジテレビ系にて放送。 
7 ユニチカの前身である大日本紡績（日紡）が所有していたバレーボールチーム。 
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の後は新日鉄などを中心に展開していたが、次第に富士フイルムやサントリーなどの新興

勢力が実力をつけていった。男子代表チームを金メダルに導いたのは、名将と呼ばれた松

平康隆である。松平の持つ豊富な想像力が、低身長を補う日本の多彩な攻撃を生み出した

源泉である。また、世界大会の招致に尽力し、選手にニックネームを付けてアピールする

など、バレーボールの普及に大きく貢献した。 

 隆盛を誇ったバレーボール界であるが、当時のバレーボール界は、オリンピックなどの

世界大会で良い成績を挙げることが共通の目標として認識されており、オリンピックの出

場資格はアマチュアの選手にしか与えられていなかったので、プロ化の議論はほとんど起

きなかった。バレーボールは施設としては体育館さえあれば良いのでそれ程のコストは掛

からず、企業名の露出効果や従業員の団結を促す効果から見れば、事業化する必然性も乏

しかったのである。選手は総務課などに所属して半日ほど勤務をして、午後から練習をす

るスタイルで問題も無く、1974 年にはオリンピックのアマチュア規定は削除されていた

が、プロリーグ自体がどの国にもないため大きな変化は直ぐには表れなかった。その後 90

年代になると日本の代表チームの弱体化が顕著になるとともに、日本では J リーグが発足

した事もあり、バレーボール界でもようやくプロ化が議論されるようになった。1994 年 6

月 6 日には「21 世紀に向けたバレー改革案」という「プロ契約選手の承認」、「外国人選手

の復活」、「プロチーム（株式会社化クラブ）参加の承認」を掲げたプロ化構想が発表さ

れ、12 月の新シーズンからは日本リーグを V リーグと改称し、1998 年には完全プロ化を

目指す構想であった。しかし、プロ選手やプロチームは誕生せず、V リーグはスタートし

たものの 1996 年にはプロ化は凍結されてしまった。 

 その後 2000 年前後にはバブル崩壊後の景気の後退で、実業団チームを所有しきれなく

なった企業が発生するようになり、バレーボール界でも思わぬ形でチームのプロ化が進ん

でいった。その中には女子の強豪チームであったダイエーや東芝、男子の名門チームであ

った新日鉄などが含まれていた。各チームは特定企業の支援から切り離されたプロチーム

としてリーグに登録されることになり、チームのプロ化と同時に所属選手もプロ化された

のである。凍結されていたリーグのプロ化については、2003 年に将来のプロ化を検討する

V リーグ機構が日本協会内部に発足した。2005 年には内部組織から独立し日本バレーボー

ルリーグ機構となり、2006 年には 1 部リーグの名称は V･プレミアリーグとなった。しか

しながら、ホームタウン制の一部導入程度に改革は留まってしまい、プロ化は大きく前進

することは無かった。このようにバレーボール界も J リーグ以外の他のスポーツと同様に

プロ化を一気に行うことができず、苦難の時間を過ごしていた。 

 停滞していたプロ化であったが、一般社団法人化していた日本バレーボールリーグ機構

は、2016 年 9 月に「V リーグの未来構想」として、2018 年度を目途に現行の V･プレミア

リーグとは別にプロリーグであるスーパーリーグを創設すると発表し、2016 年 11 月 30 日

を手続き期限と定め参入希望を募った。しかしながら実業団チームの反応は思わしくな
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く、期限を 2016 年末まで延長した上で、参加要件を大幅に緩和した。運営母体をバレー

の事業をする独立した法人から事業部でも可能とし、ホームアリーナでの開催試合数や収

容人数などの条件を緩和した。それでも参加の意向は固まらず、期限は 2017 年 4 月末ま

で再度延長された。スーパーリーグに参加表明をするチームも現れたが、V･プレミアリー

グ参加チームなどから、「リーグを分裂することなく、一体となって新リーグへ移行でき

るように取り組むべき」との申し出を受け、新リーグは従来の実業団リーグの発展形とい

う形で 2018-19 年シーズンから V.LEAGUE という名称でスタートすることになった。結果

としてまたしてもプロ化は達成できなかったのである。それでも多少の改善点はあり、従

来は試合の開催権を都道府県のバレーボール協会が持っていたが、各ホームチームが主催

することになった。これは小さなことのように見えて、日本のアマチュアリーグにとって

は大きな変革の一歩でもある。チームは観客動員に関する責任を持つことになり、地域密

着やファンサービスなどのスポーツチームとして当たり前の努力をする必要に迫られたの

だ。 

 

＜図表－２＞SV リーグ参加チーム（男子） 

 

出所：著者作成 

 

 2022 年 6 月に、日本バレーボールリーグ機構は 2024 年から完全プロ化を視野に入れた

新リーグをスタートさせると発表した。時期的に考えれば B リーグの成長が背中を押した

側面は大きいだろう。二度目のプロ化失敗をしたバレーボールを横目に、それまで混乱を

極めていたバスケットボールは B リーグを発足させ、予想以上に順調なスタートを切って

いた。日本においては人気も実力もバレーボールが大きくバスケットボールを引き離して

いたが、一気に抜かれてしまったのだ。野球やサッカーは別物と考えていた関係者にとっ

チーム名 ホームタウン ホームアリーナ 親会社 運営会社・組織名
アマチュア

(社員選手)
参加年

ヴォレアス北海道 北海道旭川市
旭川市総合体育
館

（独立系プロク

ラブ）
(株)VOREAS ほぼなし 2024年

東京グレートベアーズ 東京都渋谷区
国立代々木競技
場第二体育館

ネイチャーラボ
(株)グレートベアー

ズ
ほぼなし 2024年

VC長野トライデンツ
長野県南箕輪
村等

松本市総合体育

館
メルコグループ

(株)VC長野クリエイ

トスポーツ
あり 2024年

東レアローズ静岡 静岡県三島市 三島市民体育館 東レ 東レアローズ(株) あり 2024年

ジェイテクトSTINGS愛知 愛知県岡崎市
岡崎中央総合公

園総合体育館
ジェイテクト

株式会社ジェイテク
トSTINGS

あり 2024年

ウルフドッグス名古屋 愛知県稲沢市
豊田合成記念体
育館

豊田合成 TG SPORTS(株) あり 2024年

大阪ブルテオン 大阪府枚方市
パナソニックア

リーナ
パナソニック

パナソニックスポー

ツ(株)
あり 2024年

サントリーサンバーズ大阪
大阪市、箕面
市

大阪中央体育館 サントリー
サントリースポーツ
㈱

あり 2024年

日本製鉄堺ブレイザーズ 大阪府堺市
大浜だいしんア
リーナ等

日本製鉄
(株)ブレイザーズス

ポーツクラブ
あり 2024年

広島サンダーズ 広島県広島市
広島グリーンア

リーナ等

日本たばこ産業

(JT)
日本たばこ産業(株) あり 2024年
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ても、バスケットの後塵を拝することの衝撃は大きかったと思われる。そして他のスポー

ツと違い、バスケットボールはバレーボールと共に、貴重な長身スポーツ選手を取り合う

関係なのである。この二つの競技にとって長身というメリットは何よりも重要だ。日立の

女子バレーチームの監督を務めた山田重雄は、若年者をスカウトする際に両親や祖父母の

身長と本人の成長経過を必ず確認していた8。それほどまでに両競技において長身のアドバ

ンテージは大きいのである。 

 2024 年 10 月に新しいリーグは「SV リーグ」としてスタートした。ホームアリーナ確

保、ユースチーム設置、チーム名に地域名を入れることなどが参加要件であったが、チー

ムの独立法人化や選手全員のプロ化は見送られ、SV リーグ加盟を希望しないチームの受

け皿として、下部リーグとして V リーグを存続させることにした。そして男子 10 チー

ム、女子 14 チームで SV リーグはスタートすることとなった。またもや完全なプロ化は実

現できなかったが、SV リーグは野心的な目標を掲げた。それは「世界最高峰の国内リー

グを目指す」というものである。確かに J リーグが世界最高峰の国内リーグを目指せるか

と言えば、そんなことは無いだろう。日本野球機構（NPB）は世界で 2 番目の国内リーグ

の評価を受けているが、米国のメジャーリーグ・ベースボール（MLB）を凌駕する日は来

ないだろう。バスケットも米国のプロリーグ（NBA）を凌ぐ国内リーグが現れることは無

い。一方、バレーボールに関しては、イタリアのセリエ A が最も有名な国内リーグだと思

うが、MLB や NBA のように絶対的な存在ではない。今後順調に成長を続けることができ

れば、目標が叶う日が来る可能性は十分ある。 

 

３．リーグワン：アマチュアリズムの牙城と「ハイブリッド化」の苦悩 

 ラグビー界はアマチュアリズムの最後の牙城でもあった。母国であるイギリスにおい

て、ラグビーはサッカーよりも上位の階級のスポーツとされ、ラグビーによって得た収入

で生活をするという発想にはなかなか到達しなかったスポーツである。日本においても、

ノーサイドの精神9と並んでアマチュアリズムはラグビー界の基本認識であり、商業主義へ

の迎合は堕落という表現で避けられていた。また、実業団リーグを構成する企業チームよ

りも、伝統的な大学を中心とした対抗戦グループによる試合が注目され、歴史と伝統に縛

られた運営を行っていた。当時の対抗戦グループはリーグ戦の形式をとっていたものの、

あくまでも個々の大学の友好関係から生じた対抗戦をゆるやかに結合させたものであり、

同じ対抗戦グループに属する大学間でも、過去からの関係性が薄い場合には、試合が設定

されていなかった。特に伝統校と呼ばれる大学は上位におり、伝統校同士の試合は組まれ

                                                   
8 山田が主宰していた、1984 年ロサンゼルス五輪を目指す英才教育を施す『LA エンジェ

ルス』の入会要件として確認していた。 
9 試合終了（ノーサイド）の笛が鳴った瞬間、敵味方の区別をなくし、全力で戦った相手

の健闘を称え合い、感謝し、友情を深めるというラグビー特有の文化。 
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ていたが、新興校と呼ばれたその他の大学は、全勝したとしても上位の伝統校との試合は

組まれていないため、上位に上がることができない構造であった10。アマチュア規定に関

しても厳格に運用され、当時のスター選手として人気を博した同志社大学の平尾誠二が雑

誌に登場した際に、身に付けている服装の価格が記載されていたことから宣伝行為とみな

され、一定期間の出場停止処分が下されたほどであった11。 

 また、ラグビーは世界的な国際大会が開催されていなかったことも、代表チームの強化

を目指してプロ化を進める理由が成立しない要因でもあった。激しいコンタクトスポーツ

で、その肉体的負担により短期間での大会開催が難しく、オリンピック種目としても 1924

年を最後に採用されず、五か国対抗ラグビー12のような数か月を掛けて行う大会しか実施

されていなかった。初めて本格的な国際大会が行われたのは 1987 年に開催されたラグビ

ーワールドカップである。最新の大会は 2023 年のフランス大会であるが、20 チームとそ

れほど多くない参加国にも関わらず、開催期間は 50 日を要することからも、国際大会実

施の困難さが分かるというものだ。 

日本で行われているラグビーは 15 人制のラグビーユニオンと呼ばれるものであるが、

実はラグビーリーグと呼ばれる 13 人制のラグビーも世界的に人気があり、こちらはそも

そも選手への報酬の支払い方針によりラグビーユニオンと分裂した歴史を持つ。その後ラ

グビーリーグはプロ化の過程で観客の満足度を高めるルール改定を行い、密集するプレー

などを排除するようになり、スクラムも形式的なものとなった。スピーディなプレイスタ

イルとプロ化により、ラグビーリーグはラグビーユニオンからファンや選手を奪うように

なり、堪りかねたラグビーユニオン側は、ついには 1995 年に統括団体であるワールドラ

グビーがオープン化（プロ化）を宣言し、報酬を支払うことによって選手の確保を可能と

したのであった。 

日本では、社会人ラグビーは少し変わった形態で競技が行われていた。全国リーグを組

織せずに各地域でリーグ戦を行い、その優勝チームが全国社会人ラグビーフットボール大

会というトーナメント方式で日本一を争うスタイルであった。1988 年には地域のリーグは

3 地区に再編されたが、2002 年まで全国規模のリーグ戦は行われることが無かった。それ

でも新日鉄釜石や神戸製鋼の連覇など、ラグビーファンはこのフォーマットを楽しんだ。

1993 年の J リーグ開幕は、多くのスポーツ団体に影響を与えたが、ラグビー界には表立

っての動きは見られなかった。当時の日本ラグビーは 1991 年のワールドカップでジンバ

ブエから悲願の一勝を挙げているが、1995 年のワールドカップのニュージーランド戦で

は、17 対 145 と完膚なきまでに叩きのめされている頃であり、プロ化の機運が高まるこ

                                                   
10 1997 年に総当たり戦と 2 部制が導入された。 
11 1985 年に発生した通称「モデル事件」により、平尾は日本代表から外された。 
12 イングランド、スコットランド、アイルランド、ウェールズ、フランスが参加する大

会。2000 年からはイタリアも加わった。 
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とは無かった。しかし、世界のラグビー界では 1995 年のオープン化に伴いプロ化が進み

つつあり、代表チームの強化のためには日本でもプロ化は必須であった。また、1980 年代

には大学ラグビーブームが起こり、早明戦や早慶戦は観戦チケットの入手が困難なほどの

人気であったが、その後は人気も沈静化し観客動員数や競技人口の低下も顕著となり、ラ

グビーの人気回復は喫緊の課題となっていた。アマチュアリズムを標榜する日本ラグビー

協会も、2001 年にはついにオープン化を実施し、選手のプロ化に関しては許容されること

となった。 

 その 2 年後の 2003 年 9 月にはラグビー界初の全国的なリーグ戦として、トップリーグ

が開幕した。しかしバスケットボールやバレーボールと大きく違うのは、この時点ではプ

ロリーグを目指した組織では無く、初めての全国リーグの設立に留まっているということ

である。全国的なリーグが無かったので当然と言えば当然であるが、バスケットボールや

バレーボールに比べると周回遅れの状況であった。このあたりはラグビーの持つ美しいア

マチュアリズムが影響していると思われる。チーム名もこの段階では企業名が主であり、

地域名を含めたチームは少数派であった。 

 歴史と伝統の中で、国内リーグのプロ化は進まなかったものの、日本ラグビー界は大き

なチャレンジを行った。それはワールドカップの招致とプロラグビーリーグへの参画であ

る。2009 年に 2019 年開催のワールドカップ開催の権利を獲得した。そして日本代表の強

化を兼ねて南アフリカ、ニュージーランド、オーストラリア、アルゼンチンの各協会が運

営するプロリーグのスーパーラグビーに、2016 年から日本チームとしてサンウルブスを参

加させることになった。サンウルブスの参戦は 5 シーズンで終了したが、日本代表の強化

とともにプロチームの運営というノウハウを日本にもたらすこととなった。 

一方、ワールドカップでも日本代表は躍進した。2015 年のイングランド大会では、一次

リーグを突破することはできなかったものの、南アフリカ共和国を始めとする 3 か国を撃

破し世界に衝撃を与えた。満を持して迎えた 2019 年の日本大会ではロシア、アイルラン

ド、サモア、スコットランドに連勝し準々決勝に進出し、前回大会の結果が偶然では無い

ことを証明した。この代表の躍進の要因の一つは、当然ながらトップリーグの設立にあっ

た。日本初の全国リーグであることや、外国人選手の参加によりリーグのレベルが上が

り、日本人選手のレベルアップが図られた。また、ラグビーは「国籍主義」では無く「協

会主義」と呼ばれる制度が採用されており13、トップリーグで活躍する外国籍選手が多数

代表に参加することによって、フォワードなどの日本人選手では体力が劣るポジションの

底上げができたことも大きく寄与している。 

2019 年 7 月には日本ラグビーフットボール協会の清宮克幸副会長が、2021 年秋のラグ

ビー新リーグ構想を明らかにした。日本が生き残っていくためにはプロ化を避けては通れ

                                                   
13 代表選手選出において国籍ではなく所属する国内ラグビー協会を基準とするルール。 
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ないとし、ラグビーを支えている企業の業績に左右されない体制の構築を目指すものであ

った。その後 11 月には清宮を委員長とする設立準備委員会が発足し調整が進められた。

2020 年 1 月には日本ラグビーフットボール協会の理事会にて正式に新リーグを創設する

ことが決定され、2021 年 7 月に新リーグ名は「JAPAN RUGBY LEAGUE ONE（ジャパ

ンラグビーリーグワン）」と発表された。2022 年 1 月に開幕したリーグワンであったが、

当初想定していたプロ化は不完全なものとなった。チーム名には地域名が義務化された

が、企業名を外すことは任意となった。地域密着を目指しホストエリアを決定することと

なり、ホームスタジアムの確保や試合の運営をホームチームが行うこととなった一方で、

チームの法人としての独立は必須では無く、全選手のプロ化も見送られることとなった。

ここでも実業団リーグからプロリーグへの移行というものは、一足飛びにはできない難易

度の高いものであることが示された。 

 

＜図表－３＞リーグワン参加チーム（ディビジョン１） 

 

出所：著者作成 

 

４．プロ化を阻んだ「実業団システム」の成功体験 

 NPB はさておいて、J リーグを先行事例とした各スポーツのプロ化構想であるが、それ

ぞれの歴史を紐解くと、実現にはかなりの時間を要していることがわかる。その理由とし

ては、主管団体内部の日本的なヒエラルキー構造、いわゆる「体育会」的な気質と、完成

チーム名 ホストエリア 主なスタジアム 親会社 運営会社・組織名
アマチュア

(社員選手)
参加年

埼玉ワイルドナイツ 埼玉県 熊谷ラグビー場 パナソニック
パナソニックスポー

ツ(株)
あり 2022年

クボタスピアーズ船

橋・東京ベイ
東京都・千葉
県の7自治体

スピアーズえどり

くフィールド
クボタ (株)クボタ あり 2022年

東京サントリーサンゴ
リアス

東京都4自治

体

秩父宮ラグビー場

等
サントリー

サントリースポーツ
㈱（2026年4月～）

あり 2022年

東芝ブレイブルーパス

東京
府中市、調布
市、三鷹市

味の素スタジアム

等
東芝

東芝ブレイブルーパ

ス東京(株)
あり 2022年

リコーブラックラムズ

東京
東京都、世田
谷区

秩父宮ラグビー場

等
リコー (株)リコー あり 2022年

横浜キヤノンイーグル

ス

神奈川県横浜

市等

ニッパツ三ツ沢球

技場等
キヤノン キヤノン(株) あり 2022年

三菱重工相模原ダイナ

ボアーズ

神奈川県相模

原市等

相模原ギオンスタ

ジアム
三菱重工業 三菱重工業(株) あり

2022年

(昇)

静岡ブルーレヴズ 静岡県 ヤマハスタジアム ヤマハ発動機
(株)静岡ブルーレヴ

ズ
なし※ 2022年

トヨタヴェルブリッツ
愛知県豊田市

等
豊田スタジアム等 トヨタ自動車 トヨタ自動車(株) あり 2022年

三重ホンダヒート 三重県鈴鹿市
三重交通Gスポー

ツの杜 鈴鹿
本田技研工業 本田技研工業(株) あり

2024年

(昇)

コベルコ神戸スティー

ラーズ
兵庫県神戸市

ノエビアスタジア

ム神戸
神戸製鋼所 (株)神戸製鋼所 あり 2022年

浦安D-Rocks 千葉県浦安市
秩父宮ラグビー場

等
NTT (株)NTT Sports X あり

2024年

(昇)

(※静岡ブルーレヴズは、リーグワン発足に合わせて社員選手を廃止し、完全プロクラブとして独立・事業化)
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度の高い実業団組織にあると思われる。体育会気質とは、日本のスポーツ界における伝統

的な、年配者の意見が絶対的であるという考え方である。これはそもそも武道の思想がス

ポーツ界にも伝播したものであると考えられるが、非常に儒教的な考え方で、同じ団体や

組織の中では先輩を常に尊重するというものである。この考え方は広く日本のスポーツ界

に蔓延し、合理的な判断よりも歴史や伝統を重んじる保守的な組織を醸成してきた。過去

の各スポーツ団体のプロ化の過程の記事を見ていると、この体育会気質を最大の阻害要素

と論じてきたものが多い。しかし、本当にそれだけが要因なのだろうか。実際は完成度の

高い実業団組織が大きな要因だったのではないだろうか。 

1965 年の東京オリンピックを契機に多くのスポーツでは実業団によるリーグが組織され

た。それより以前から実業団チームは存在しており、その目的は企業の広告・宣伝による

知名度向上、社員の連帯感や士気の向上、そして地域・社会貢献などであった。この実業

団リーグの設立により、知名度向上の部分は飛躍的に強化された。NHK を中心にテレビ

での放送も増加し、無償で企業名がマスコミに取り上げられることになった。日本各地で

試合は行われ、全国的な展開をしている企業にとっては、各地域での知名度向上や、その

地域に展開している関連会社への訴求も得られることになった。選手は社員として一定程

度の業務を行い、リーグ戦での活躍によって社内でのヒーローとして社員結束の原動力と

なった。各地の試合では社員が応援団を組織し熱烈な応援を行い、会社への帰属意識を造

成した。また、当時のオリンピックはアマチュアの祭典であり、実業団チームに属する選

手の活躍の場所であった。オリンピックで活躍することは、会社の知名度向上に大きく貢

献した。バレー選手の活躍が無ければ、日本鋼管や新日鉄という様な一般消費財を扱って

いない会社の知名度は高くなるはずもなく、釜本選手14の活躍によってヤンマーディーゼ

ルの知名度も飛躍的に向上したのである。会社としては練習施設の確保や遠征費用などは

捻出しなければならないが、選手の報酬は基本的には一般社員の給与体系に栄養費程度の

手当てを付加している程度であり、僅かなコストで大きなリターンを得られる構造だった

のである。各協会にとっても、選手の確保と育成は各会社に委ねることができるので、競

技の普及や制度の整備などに集中することができていた。と言っても代表選手を招集する

場合には参加の可否は会社側に決定権があり、メダルが期待できるバレーボール以外では

強化を積極的に行うことも難しかった。そもそも協会の構成員は実業団リーグの強豪チー

ムから供出されており、各企業の利益代表として組織の運営を行ってきた。オリンピック

を頂点とした日本のアマチュアリズムの競技環境は、協会・選手・企業が互いを縛り合い

ながらもメリットを享受し合う完成された体制を構築していたのである。 

 

                                                   
14 釜本 邦茂：（1944 年 4 月 15 日 - 2025 年 8 月 10 日）元日本代表のサッカー選手。 
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＜図表－４＞各スポーツの歴史

 

注釈：WC はワールドカップ、緑枠：世界大会、黄枠：影響を与えた出来事、青枠：リーグ編成関連、赤枠：プロ化 

出所：著者作成 
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しかし「天下泰平」は永遠には続かなかった。オリンピックは商業化の道を辿り、プロ

選手の参加を解禁することになった。日本のような素晴らしい実業団システムを持たない

国や、そもそも既にプロリーグが発展していた国からはプロ選手が参加するようになり、

日本の相対的な地位は下降した。企業としてもバブル崩壊を契機とした産業構造の変化に

より、従来アマチュアスポーツを支えていた主に重厚長大な企業は、業績の低迷によりチ

ームの維持が難しくなり廃部になるケースも発生していた。各競技団体は代表チームの強

化と国内のトップチームの維持のためにも、プロ化を意識せざるを得ない状況に追い込ま

れたのである。そして J リーグを皮切りにプロ化にチャレンジすることになったが、J リ

ーグ以外の協会は、新しいリーグの創設に長い時間を要することになった。これはサッカ

ー界においては 1985 年に奇跡的に得られたワールドカップ出場のチャンスを、アジア最

終予選にて韓国に阻まれたという痛恨の思いが大きな原動力となっていた。世界的な人気

スポーツであるサッカーにおいて、世界と伍して戦うためには韓国を倒さねばならず、そ

の韓国は一部プロ化を達成していたので、日本も完全なプロリーグを創設するほかに代表

チーム強化の道は無いという強い思いがあった。それがために、他のスポーツにありがち

なアマチュアリズムの遵守や、企業スポーツとしての郷愁に甘んじることなく、サッカー

界が概ね一致団結して推進し、バブル景気という神風も相まって、難局を乗り越える事が

出来たのである。 

しかしながら他のリーグでは、環境面でプロ化の推進は必須であっても、総論は賛成だ

が各論は反対という企業の個別の論理が展開されることになった。企業の目的は多くの場

合には日本代表チームにおける競技力の向上ではなく、スポーツ競技を通じた利益の追求

でもない。スポーツチームを所有する目的は、知名度の向上と社員の士気向上や地域への

貢献であり、それ以上のリスクを負ってまで新しいビジネスに参入するメリットを感じて

いなかったのである。そのために、リーグ内部での意見はまとまらず、新しいリーグ構想

は何度も骨抜きにされてきた。より高いレベルでの競技を見たいファンから見ればなぜブ

レーキを掛けるのかと思われるかもしれないが、企業の論理から見れば至極もっともな判

断でもあったのである。 

 

５．リーグ主導（Jリーグモデルのインストール）の光と影  

困難を乗り越え前に進み始めた各リーグはどのような取り組みを行っているのか。まず

は彼らのベンチマークは NPB では無く、J リーグである場合が多い。長い歴史の中で

徐々に基盤を強化し、圧倒的な動員力を誇っている NPB は直接的には参考にならず、日

本では不可能と思われたプロ化を短期間で成し遂げた J リーグの組織体制は大いに参考に

されている。特にリーグ事務局が参加チームを牽引する体制は、NPB には見られない構造

である。NPB を除くプロリーグの多くでは事務局の力が強大で、リーグの価値をどのよう
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に高めるかに腐心しており、NPB の方が異端な存在である。ではリーグ事務局はどのよう

な部分を一括管理しているのであろうか。 

 

＜図表－５＞各リーグの中央集権化の違い 

 

出所：著者作成 

 

 基本的にはリーグが共通で取り組んだ方が付加価値を上げることができるもの、コスト

が低減できるものに関しては、リーグ事務局がその権利と責任を担っている。顕著な例は

放送権である。放送権は個別に販売するよりはまとめて売買したほうが一般的にはメリッ

トが大きい。世界の多くのプロリーグが当然のようにそうしている。NPB は歴史的に親会

社にマスコミ企業が多かったことや、地域に支えられて困難を乗り越えてきた球団が地域

への恩を忘れなかったことから、リーグ事務局による一括管理が実現していない15。しか

し、新興の各リーグは当たり前に一括管理体制を敷いている。リーグ運営が緒に就いたば

かりで大きな成果を生むところまでは行っていないが、今後に向けての必要条件であるこ

とは間違いない。  

                                                   
15 経営が苦しく親会社の軋轢が少なかったパリーグの各チームは、2007 年にパシフィッ

クリーグマーケティング株式会社を設立し映像権を一括管理している。 

項目 NPB Jリーグ Bリーグ SVリーグ リーグワン

放送権・配信権

✕

各球団が個別販売

◎

リーグ一括管理

◎

リーグ一括管理

◎

リーグ一括管理

◎

リーグ一括管理

メンバーID

✕

各球団独自

◎

 JリーグID

◎

B.LEAGUE会員

◎

VメンバーID

◎

Japan Rugby ID

チケットシステム

✕

各球団が独自構築

◎

 Jリーグチケット

◎

B.LEAGUEチケット

◎

チケットV

△

 Ticket RUGBY等

ファンクラブ

✕

各球団独自

△

クラブ運営・ID連携

△

クラブ運営・ID連携

△

クラブ運営

✕

 各クラブ独自

商品化権（グッズ）

△

リーグロゴ等のみ

△

共同＋クラブ個別

◯

リーグ主導型強い

△

共同＋クラブ個別

△

共同＋クラブ個別

リーグ一括協賛

△

冠大会等に限定的

◎

トップパートナー等

◎

強力な一括協賛

◎

タイトルパートナー

◎

タイトルパートナー

肖像権（試合映像等）

✕

各球団が主に保有

◎

リーグ一括保有

◎

リーグ一括保有

◎

リーグ一括保有

◎

リーグ一括保有

興行権

✕

球団が保有

◎

リーグ保有/委任

◎

リーグ保有/委任

◎

リーグ保有/委任

◎

リーグ保有/委任

日程編成権

◎

リーグが編成

◎

リーグが編成

◎

リーグが編成

◎

リーグが編成

◎

リーグが編成

施設・アリーナ基準

△

基準は古く緩やか

◎

ライセンス制度

◎

ライセンス制度

◎

ライセンス制度

◎

リーグ要件あり

選手契約書

◎

統一契約書

◎

統一契約書

◎

統一契約書

△

プロと社員が混在

△

プロと社員が混在

選手獲得(ドラフト)

◎

ドラフト会議

✕

 自由競争

◎

 2026年より導入

✕

自由競争

✕

自由競争

サラリーキャップ

✕

 なし

✕

なし

◎

2026年より導入

✕

なし

✕

なし(2027年導入検討)

ホームタウン(地域)

◎

フランチャイズ制

◎

厳格なホームタウン

◎

ホームタウン制

◎

ホームタウン制

◯

ホストエリア制
(凡例： ◎＝リーグが強力に一括管理/制度化、◯＝リーグ主導だが一部柔軟、△＝ハイブリッド・過渡期、✕＝各クラブに権限が分散・制度なし)
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ファンクラブシステムやチケット販売システムも基幹システムはリーグ事務局が取りま

とめる方向にあり、そのベースとなる顧客の ID は一括管理されている。この「統合

ID16」はファンクラブ参加やチケット購入の際に必要となるもので、消費者個人を特定す

る機能を持つ。ID は招待チケットに応募する際にも必要とされており、J リーグなどが国

立競技場での開催試合を中心に定期的に招待キャンペーンを行うのも、より多くの人に ID

を付与するためである。ID で個人を特定し興味あるチームを紐付けることで、その後のプ

ロモーションやマーケティングに活かすのだ。地上波でスポーツを見る機会が減少してい

る状況では、新しいファンを獲得するチャンスは限られるので、ID を活用したプッシュ型

のプロモーションが現在では必須となっている。 

 統合 ID による効果については、まずはファンクラブ会員への活用と、チケットの購入

データの把握が挙げられる。ファンクラブ会員管理に際してこの ID をベースに行うこと

によって購買行動を把握し、会員特典の付与にも活用している。チケットの販売も基本的

には ID を利用して行われ、会員割引も容易に実施できるほか、観戦データを蓄積できる

仕組みとなっている。オンラインでの商品購入データでも同様にデータ収集が可能だ。ど

の地域のどんな年代の客層がいつ観戦し、どのような商品を購入しているのかを把握する

ことができるので、集客プロモーションの設定やダイナミックな価格設定の参考とするこ

とができている。しかし、データの活用は各チームに委ねられており、どれだけリソース

が掛けられるかはチームの事情によって異なる。また、現状ではオンラインでの商品購入

に際しては ID を使ってログインをさせることで、比較的簡単にデータを収集することが

できるが、競技場での購買データの収集は難しい。現地での購買データを取るには ID の

確認が必要となるからだ。NPB の球場では商品購入時に「ファンクラブ会員ですか？」と

聞かれることが多いのはこのためである。しかし、試合中にいつでも売店に行ける野球と

違って、他のスポーツはハーフタイムなどゲームが中断している時以外に売店に行く観戦

者は少数である。限られた時間内に精算を行う必要があり、ID 確認のアクションを行うか

否かはチームとしても悩ましいところだ。また、競技場の指定管理者等になっていない

と、売店の営業には関与できないのでそもそも不可能な場合もある。 

 この統合 ID には一括管理がもたらす課題も散見される。リーグ事務局が提供するシス

テムは、リーグで一括管理することによってコストは低減されているとは言え、使用料が

発生するので、どのチームも活用する基本機能の提供にとどまっている。そのためチーム

独自で子供向けの「年間パス」などのサービスを実施してもデータと紐づかないことや、

細かい改修要求が開発業者に届かないことなどの不具合も発生し、チームのシステムとの

連携には課題が多い。加えて、現場レベルでは分析データとしての傾向は把握できても、

スポンサー営業や個別のフォローに必要な個人を特定した情報抽出が難しく、きめ細やか

                                                   
16 リーグ全体で共通の会員 ID。 
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な CRM （顧客管理）を行う上での足かせになっているといった不満もあるようだ。ま

た、独立した法人になっていない運営会社などの場合は、親会社のセキュリティレベルが

厳しい場合や法的な縛りがあるケースもあり、リーグのシステムに参加できないケースも

発生している。このあたりも過渡期ならではの苦しみがある。 

 スポンサー獲得は、NPB 以外のスポーツリーグにとって収入の大きなウエイトを占めて

いる。NPB はホームゲームが 70 試合以上と圧倒的に多く、競技場も大きいために入場料

収入が巨額だが、新興の各リーグは試合数が少なく競技場も小さいため、入場料収入が限

定的である。そのために各チームはスポンサー営業に力を入れている。一方で、リーグと

してもリーグスポンサーを募りその収益を各チームにも分配している。リーグが一括でベ

ースの収入を確保することで、基盤の小さなチームでも最低限の収入が得られる構造を目

指しているのである。しかし、リーグスポンサーは金額規模により露出などが優遇されて

おり、競合関係にあるチームスポンサーには制限が加えられるケースがある。また、リー

グ事務局とチームでスポンサーを取り合う状況も発生するなどの摩擦が生じるケースもあ

る。 

 NPB と大きく違うのはスタジアム・アリーナ基準である。NPB はこの点では非常にお

おらかだ。各球場の大きさや形は最低基準を満たせば自由である。一応 3 万人程度の収容

人数が無いと、日本シリーズが開催できない場合があるが、通常の試合を行うことはでき

る。しかし、新興リーグは競技場の基準には概ね厳しい。新興のリーグであるだけに、早

急に稼げる体制を構築する必要があり、それは一定の収容人数であり、快適な観戦空間の

提供や収益源の確保である。筆者はこの流れを作ったのは J リーグ発足時の鹿島サッカー

スタジアムにあると分析している。1993 年の J リーグ発足に向けてリーグ事務局は参加

する 10 チームの選定を行っていた。当時日本リーグ 2 部だった住友金属を母体とした鹿

島アントラーズはチーム力から考えて当然落選すると思われていた。しかし、茨城県が屋

根付きのサッカー専用スタジアムの建設を約束したことによって、逆転で「オリジナル

1017」に滑り込んだ。この成功体験は J リーグの基本姿勢を形作り、その後のスタジアム

基準へと繋がっていったと感じている。NPB 以外のスポーツリーグには選手の保有権18が

無いので、資金さえあれば強化は容易だ。そのために重要視されているのはチーム力では

無く、競技場であり運営母体の経営力となっている。 

このスタジアムとアリーナのあり方は、ここ数年で環境が劇的に変化した。地域の活性

化のために新たに誘致できるスポーツが J リーグ一択だったころは、各自治体は新たなス

タジアムの建設に比較的寛容だった。しかし、B リーグの出現により選択肢が増えること

となり、スタジアムに比べれば安価で汎用性が高く、一般市民の利用も容易なアリーナ建

                                                   
17 J リーグ開幕時に参加した 10 チームの総称。 
18 移籍や契約に関する決定権をチーム側が持つこと。J リーグなどは、契約期間が終了す

れば決定権は選手にある。 



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

18 

 

 

設がブームになっている。B リーグの試合環境は短期間で大きく向上することになり、こ

れが B.革新の挑戦にも繋がっているのだ。この点ではラグビーは非常に厳しい。サッカー

以上に日程間隔が必要なラグビーはスタジアムの収益への貢献度が低い。そしてサッカー

と相乗りできるかと言えば、芝生の養生面から見ても歓迎されていない。そのためにリー

グワンは専用スタジアムを特定する目途が立っていないチームが多い。SV リーグは B リ

ーグとアリーナを共有することはできる。しかし、どちらも週末の開催を優先させるので

必ずしも Win- Win にはなっていない。シーズンも長く棲み分けも容易ではないので、デ

イゲームとナイトゲームなどの分離対応が必要であるが、フロアーセッティングの変更な

どが必要となってくる。B.革新により B リーグは平日開催を増やす構想もあるので、この

部分について状況が好転する要素もある。そしてアリーナの整備が進む B リーグも安穏と

してはいられない事情がある。現在の B リーグの収益力は音楽イベントに比べると低位に

あるからだ。多くのアリーナは音楽イベントも実施するため、それを基準とした価格設定

になる傾向にある。現在の収支構造では最新のアリーナ使用は、B リーグチームにとって

は諸刃の剣となる。だからこそより高単価の VIP シートの拡充を盛り込んだ B.革新によ

る収益性の向上は必須なのである。 

 

＜図表－６＞各リーグの事業規模比較 

 

出所：著者作成 

  

 ６．今後の展望：三者三様の生存戦略と越えるべき壁 

 それでは今後の発展に向けて、各リーグは何を実行して行ったら良いのか。各リーグの

状況を踏まえて考えて行きたい。 

 まずは今のところ順調な B リーグはどうだろうか。B.革新は大きなチャレンジである。

リーグの発足から J リーグをロールモデルとして来たが、B.革新は J リーグモデルとの決

別を意味する。昇降格制度は運営会社としては非常に厄介な制度だ。NPB 以外のリーグに

リーグ名
チーム数
（1部）

試合数（1部）

※レギュラー

観客動員数
（1部のみ）

売上高（1部のみ合計） データ基準 特徴

NPB 1チーム 143 試合 2,704万人 非公表
・圧倒的な試合数により、動員・事業規模

ともに他を凌駕する。

（セ・パ） （全858試合）
※1試合平均

31,515人
（推計 2,000億円以上） ・2025年に過去最多動員を更新。

Jリーグ 1チーム 38 試合 773万人 1,164億円
・2024年よりJ1が20チーム体制となり、1試

合平均2万人を突破。

（J1） （全380試合）
※1試合平均

20,355人
　 ・トップ層は売上100億円超へ。

Bリーグ 1チーム 60 試合 349万人 525億円
・屋内アリーナ開催で年間60試合を消化で

き、成長率が極めて高い。

（B1） （全720試合）
※1試合平均

4,847人
　

・「B.革新」に向け各クラブが事業規模を

急拡大中。

SVリーグ 1チーム 44 試合 72万1,770人 非公表 ・2024年秋に発足した初年度の公式実績。

（男子のみ） （全220試合）
※1試合平均

3,125人
（推計 数十億円規模）

・企業スポーツの形態を残すチームが多

く、クラブ単体の売上は非公表。

リーグワン 1チーム 16 試合 66万4,418人 非公表
・コンタクトが激しい競技特性上、年間試

合数が極端に少ない（事業化の壁）。

（D1） （全96試合）
※1試合平均

9,228人
（実質的な企業予算）

・親会社の福利厚生・広告費等から捻出さ

れるハイブリッド型。

10
2024-25

シーズン

12
2023-24

シーズン

2025年

シーズン

20

24
2024-25

シーズン

2024年

シーズン

12



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

19 

 

 

は選手の保有権が契約期間内に限られるので、常に選手年俸は費用予算を考える上で最優

先にしなければならない。本来であれば施設や育成への投資が必要な場合でも、良い選手

を確保し続けなければ降格する可能性があり、降格してしまえば選手やスポンサーの維持

が難しくなり経営は成り立たなくなる。中長期的な発展を考える時に、昇降格制度を廃す

ることはメリットが大きい。参加要件としては、平均入場者数 4,000 人以上、売上高 12

億円以上、収容人数 5,000 人以上のライセンス基準をクリアし、財務健全性とアリーナ施

設を重視した審査に合格することとなっている。つまり、基準以上のアリーナを確保し、

ファンの確保に基づいた売上を確保しなければならないということだ。チームの強化に関

しては条件から外されているが、これはドラフトとサラリーキャップ制度19の導入によ

り、リーグとして戦力の均衡化を担保することになっている。 

 

＜図表－７＞2024 年までに開業したアリーナ 

 

出所：著者作成 

 

 課題と言えば競技面ではインサイド20の選手は身長面から外国人選手に委ねざるを得

ず、NBA でのプレー経験を持つ渡邊雄太のような日本人スター選手の出現が望まれるこ

とだろう。またアジア各国の選手へのアプローチも重要だ。NBA ではプレーできないも

のの、B リーグであれば戦力になるレベルの選手が集まるリーグの地位を確保できれば、

選手輩出国での放送権販売に繋がっていくなどメリットが多い。ファン層は他の競技より

も若年層が多く女性の割合も適正である。各チームともにレベルの高いチアリーディング

チームを抱え、エンタテインメント性の高い演出により、高揚感のある雰囲気つくりを行

っている。VIP ラウンジの設置や高単価チケットの販売も必須条件となっており、選手個

人の人気に過度に依存しないアリーナでの体験価値を高めることによる安定したリーグ運

営を目指している。B.革新の行方に注目したい。 

 SV リーグは、圧倒的に女性の人気によって支えられている。日本バレーボール協会の

データでは女性のファンが 9 割と圧倒的な支持層を形成している。更に 50 代と 20 代が全

                                                   
19 一般的に、所属選手全員に支払う年俸総額に上限を設ける制度。B.革新では上限と下限

額を定めている。 
20 リング周辺でプレーする、センターやパワーフォワード選手。 

アリーナ名称 所在地 使用チーム 開業時期 観客席数

LaLa arena TOKYO-BAY 千葉県船橋市 千葉ジェッツ 2024年5月 10,652席

ハピネスアリーナ 長崎県長崎市 長崎ヴェルカ 2024年10月 5,813席

沖縄サントリーアリーナ 沖縄県沖縄市 琉球ゴールデンキングス 2021年4月 9,104席

オープンハウスアリーナ太田 群馬県太田市 群馬クレインサンダーズ 2023年4月 5,027席

SAGAアリーナ 佐賀県佐賀市 佐賀バルーナーズ 2023年5月 8,610席
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体の 3 割を占めているなどファン層の歪みが特徴的である。そしてチームよりも選手個人

にファンが付く傾向が強く、一種の「推し活」の対象となっている。そのためにチームと

しての固定ファンが育ちにくく、選手とともにファンも去ってしまう傾向にある。また、

国際大会で盛り上がると推しのファンを中心に大きく盛り上がるものの、その後の 3 年間

でファンが漸減する傾向を繰り返している。ファンクラブ運営をデジタル化しようとして

も、高額チケット購入者層はデジタルリテラシーが低い場合が多く、丁寧な対応が必要と

されるなど課題が多い。しかし、世界のバレーボールリーグで最も成功していると言われ

ているイタリアリーグであっても、チームの運営規模は数億円から十数億円程度であり、

日本国内の男性ファンの獲得や、既に人気の高い東南アジア諸国でのプロモーションの強

化により、世界一の国内リーグとなりうる可能性は十分に有している。現状では男子チー

ムで首都圏をホームタウンとするチームが１チームしかない反面、東海と関西には３チー

ムずつあるなどの偏りがリーグ発展の障害となっており、プロ化の促進ができれば大きな

マーケットである首都圏での展開を考えるチームは増えるだろう。 

 

＜図表－8＞全国のスタジアム・アリーナの新設・建替構想（2025 年 1 月時点） 

 

出所：スポーツ庁の資料を基に著者作成 

 

地域 種別 施設名・計画名 開業予定年 想定利用者

アリーナ ゼビオアリーナ仙台改修 2025 Bリーグ

スタジアム モンテディオ山形新スタジアム 2028 Jリーグ

アリーナ 宝来屋 郡山総合体育館改修 (福島) 2025 Bリーグ

甲信越 アリーナ 長野運動公園総合体育館建替え 2026 SVリーグ

スタジアム 神宮BALL PARK 2031 NPB

スタジアム 新秩父宮ラグビー場 2027 リーグワン

アリーナ TOYOTA ARENA TOKYO 2025 Bリーグ

スタジアム TOKYO GIANTS TOWN（巨人2軍新球場） 2025 NPB

アリーナ 川崎新アリーナ（仮称） 2030 Bリーグ

スタジアム 等々力緑地 球技専用スタジアム 2030 Jリーグ

アリーナ 等々力緑地 新とどろきアリーナ 2030 Bリーグ

北陸 アリーナ YKK AP ARENA (富山) 2026 Bリーグ

アリーナ IGアリーナ (愛知) 2025 Bリーグ

アリーナ 三河安城交流拠点 アリーナ（仮称） 2028 Bリーグ

スタジアム パロマ瑞穂スタジアム改築 (愛知) 2026 Jリーグ

スタジアム 西宮中央運動公園再整備事業 2027 -

アリーナ 西宮中央運動公園再整備事業 2027 -

アリーナ GLION ARENA KOBE 2025 Bリーグ

アリーナ 手柄山中央公園新体育館整備 (兵庫) 2026 -

スタジアム ゼロカーボンベースボールパーク (兵庫) 2025 NPB

アリーナ 松江市総合体育館改修 2026 Bリーグ

アリーナ 米子アリーナ 2027 Bリーグ

アリーナ アスリートタウン延岡アリーナ 2025 -

スタジアム 山之口陸上競技場整備 (宮崎) 2025 Jリーグ

近畿

中国

九州

東北

首都圏

東海
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 プロ化という面ではバレーボールには可能性がある。試合数は現行で各チームホームゲ

ームは 22 試合となっており J リーグよりも多い。コスト面では保有選手数はそれほど多

い必要はなく、練習場である体育館の確保も比較的容易だ。競技場に関してはアリーナの

建設ラッシュにより選択肢が広がっている。とは言えファン増減のボラティリティをどの

程度軽減できるかが大きなカギである。そういう意味では企業のコスト負担を適度に保つ

ことがリーグの安定化には必要だろう。親会社の負担が続くとしてもコスト負担が少ない

ことから、J リーグのような高額の支援金を延々と支払い続ける状況にはならないと思わ

れる。 

 リーグワンが乗り越えるべき課題は多い。ファンの多くは以前のラグビーブームを支え

ていた高齢の男性が占めている。経済力があるため付加価値の高いチケットやファンイベ

ントの完売率は高いが、ファン層の広がりには大きな課題を残している。現状では競技場

を固定化できないチームが多く、エンタテインメント化や快適性の向上が難しい。そもそ

もワールドカップのレガシーを活かすために創ったリーグワンであるが、現時点では活か

しきれていないのが実情だ。埼玉や豊田、神戸や花園などではチームの所在地とのマッチ

ングがうまくいっているものの、多くのチームが首都圏にひしめき合い秩父宮競技場を取

り合う状況になっている。また、ワールドカップ用の競技場では収容人数が多すぎて、活

用が難しいために敬遠しているケースもある。プロ化が進めば企業の所在地を離れポテン

シャルの高い地域でのマーケットの再構築も可能であるが、リーグワンは運営会社の別会

社化も進んでいないためにそのような判断には至っていない。 

また、根本的な問題として試合数の圧倒的な少なさが事業化には大きく立ちはだかって

いる。25-26 年レギュラーシーズンのホームゲームの試合数は僅か 9 試合である。ホーム

ゲームが年間 19 試合と少ないために収入が頭打ちとなっている J リーグよりも半分にも

満たない数なのである。これでは独立採算を目指すことは非現実的な目標となってしま

う。米国プロアメリカンフットボールの NFL のレギュラーシーズンの試合数は同程度で

あるが、一試合平均で 6 万 7 千人の観衆を集め、巨額の放送権料が入る NFL は別格なの

である。しかし、この状況はラグビー界にとってはリーグワンに限った話ではない。ラグ

ビーの母国イングランドの Premiership は完全プロ化のリーグであるが、業績の悪化によ

り撤退するチームが増えている。その他のリーグもそれほど裕福では無く報酬も高くない

ので、肉体的負担が少ない割に比較的報酬が高く、安全な生活が保障されているリーグワ

ンに有名選手が参加する要因にもなっている。ラグビーユニオンのルールを堅持し、フル

コンタクトを続けるのであれば試合数の大きな増加は望めない。入場料収入や放送権収入

を最大化したところで、潤沢な資金を確保する可能性は限定的であろう。そうであるなら

ば、選手の年俸を押さえてプロ化を果たすのか、企業の傘の下である程度魅力的な年俸に

より一流の選手を集めたリーグを目指すのか、選択する時期が来るのではないだろうか。
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ラグビー界の永続的な発展のためには後者の方が魅力的であり、企業側のコストとメリッ

トのバランスがポイントである。 

全体の課題としては、スタジアム・アリーナとの一体運用というものもある。これはチ

ームの収益元を入場料や放送権料だけでは無く、物販や競技場広告なども広げるととも

に、エンタテインメント性の強化により体験価値を向上するものである。近年横浜ベイス

ターズや北海道日本ハムファイターズは球場との一体運営を開始し、大きな成果を挙げて

いる。NPB の場合は資金力もあり、球場の買収や自前での建設も可能であるが、その他の

リーグが目指すのは、指定管理者制度の活用になる。これはスタジアム・アリーナなどの

公の施設の管理・運営を、民間企業や NPO 等の団体に委託できる制度であり、受託者は

自らの施設のような権利が与えられる。NPB や J リーグでは活用例も多く、新興リーグ

においても収入の最大化のためには必要な条件だ。 

 

おわりに 

 日本のスポーツに多くの希望と影響を与えた J リーグの存在は極めて大きい。それは

NPB とは全く違ったアプローチにより、地域との共生やリーグ事務局としてのあり方を示

したことなどである。しかし膨張し過ぎた J リーグは負の側面が顕在化し、B リーグのよ

うにロールモデルからの離脱や、他のリーグのように完全プロ化への逡巡が起きている。

完成された実業団システムから大きなエネルギーを掛けて現状までたどり着いた各リーグ

は、これからは各競技の特性に合わせた成長を選ぶ局面に来ている。各リーグはそれぞれ

目標を定めており、B リーグは 2050 年までに「世界で最も愛されるリーグ」となり、ア

リーナを核とした地域活性化を実現し、感動の提供を通じて日本社会に貢献することを目

標とし、SV リーグは 2030 年までに「世界最高峰のバレーボールリーグ」になることを最

大の目標に掲げている。リーグワンは「世界最高峰」のリーグを目指し、競技力とビジネ

スの向上や、社会的価値の創造を実現しようとしている。完成された実業団システムから

の脱却を図る過程で生じたこの「方向性の分散」は、迷走ではなく、各競技の特性とグロ

ーバルな市場環境、そして日本企業の風土を冷静に計算した競技ごとの最適解への模索で

ある。 

 人口減少社会に突入した日本にとっては、スポーツを通じた地域の活性化は、今後の地

域社会を保つ上では必要不可欠な要素である。そのためには地域、企業、市民がバランス

よくチームを支える構造を創り上げて行かなくてはならない。「稼ぐ力」で地域を潤すの

か、「世界一の競技レベル」で地域に誇りを与えるのか、「企業の余力」を地域に還元する

のか。アプローチは三者三様であっても、これら新興リーグの発展には共に歩む地域との

共生は欠かせない。それは、週末ごとにスタジアムやアリーナに多世代の市民を集め、熱

狂を共有する場を提供することだ 。スポーツは単なる余暇の娯楽を超え、希薄化するコ

ミュニティを繋ぎ止める「強力な社会インフラ」となるのである。 
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この新たなインフラを維持・発展させるためには、支える側の意識改革も急務であ

る 。自治体はスポーツを「助成対象」ではなく「まちづくりの原動力」として活用する

柔軟な都市計画（アリーナ構想等）が求められる。また企業は、チーム支援を旧来の「福

利厚生やコスト」ではなく、地域や社会とのエンゲージメントを高める「事業投資」とし

て再定義する必要がある。どのリーグも一定の企業の支援を必要としているが、それは以

前の実業団という枠組みとは違い、企業内部から地域へとエコシステムは拡大しているの

である。この三位一体の体制を安定化させるためには、企業の投資とリターンの健全化が

最低条件だ。 

それぞれの過酷な環境に適応しながら独自の進化を遂げようとしている新興プロスポー

ツリーグ。彼らの挑戦が、企業、自治体、そして市民という新たなエコシステム  の中で

花開いた時、日本のスポーツ産業は大きく羽ばたき、地方創生の強力な原動力となるはず

である。 
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